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はじめに
Hansmann [ 17］によれば，アメリカ合衆国において，非営利団体の商業活動
は西暦1900年にはほとんど存在しなかったが西暦2000年には活動全体の 3分
の2を占めると予想される。日本についても同様のことがいえる。我が国にお
いては，非営利団体の収入の60%は料金収入によって賄われているが，このウ
エイトは先進諸国のなかで最も高い。また公益法人については，収入の50%
以上を収益事業に依存する団体の割合が中央省庁所管法人で25.3%，道府県所
管法人で21.3%と， 20%以上を占めている。さらに，収入の90%以上を収益事
業から得ている団体も 7%程度存在している。
非営利団体による商業活動の増大によってそれらに対する現行の租税政策
が転換を迫られているともいえる。そこで本稿では，特に収益事業との関わり
に焦点を当てながら非営利団体に対する租税政策のあり方を検討する。
1 非営利団体の範囲
民間部門の「非営利団体J(nonprofit organization ）は，「慈善」（charita-
ble）団体， 「ボランタリー」（voluntary）団体，「独立」（in de pendent）団体，
「非政府J(non-governmental）団体， 「非課税J(exempt）団体， 「フイラン
ソロピー 」（philanthropy）団体などというように，多様な名称で呼ぼれている。
「非営利セクター」とは非営利団体の集合体を指す。 I)
非営利団体の名称の多様性は，それらの役割や機能の分析あるいは公共政策
の分析にとって時として障害となる。したがって，何らかの基準で非営利団体
の範囲を定める必要がある。こうしたことを配慮してSalamon[29］は，非営利
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団体に共通した固有の特徴として六つあげている。第1の特徴は，公式に設立
されたもの，つまり，一般的に法律で認められた法人組織であること。個人が
非公式にかっ一時的に集まったものは，その重要性にかかわらず，非営利団体
とはみなされない。契約当事者になれる点が重要視される。第2の特徴は，政
府から独立した民間のものつまり 政府の統制や支配を受けないこと。政府
から援助を受けているか否かには拘らない。また，民間とは，非政府機関を意
味する。第3の特徴は，利益を分配しないこと つまり，利潤を生み出したと
してもそれを会員や役員，所有者に分配せず，組織本来の活動目的に再投資す
ることである。営利事業を行い利潤を蓄積する組織についても当てはまる。第
4の特徴は，自主管理できること，つまり，自らの組織を管理する機構を備え
ており，外部組織の管理を受けないことである。第5の特徴は，自発的意志に
よるもの，つまり，組織の活動において自発的意志による参加があることであ
る。第6の特徴は，公益のためのもの，つまり 公共の利益に寄与，貢献する
ことを目的としていることである。
本稿では， Salamonに従って上の六つの特徴を有する組織を非営利団体とみ
なすことにする。日本においては広義の公益法人が非営利団体にほぼ対応する
といえる。 2)
2 租税政策に対する論点、
非営利団体に対する補助や非課税措置等の根拠は一般に本来政府が提供す
べきサービスを代行する あるいは広く社会的に便益の及ぶサービスを提供す
ることから，行政サービスや租税負担の軽減に役だ、っていることにあるとされ
る。以下では，これら非営利団体に対する租税・補助金政策の論点を検討する。
2.1 補助・非課税措置の根拠
2.1.1政府の失敗の補完
非営利団体に対する補助や非課税の根拠を政府の失敗の観点から明らかにし
ている論者の代表はWeisbrod[35］である。彼は現実の社会においては，公共
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財の供給は政府ばかりでなく民間非営利団体も供給しているが，民間非営利団
体が公共財を供給する根拠は政治的プロセスで決まる公共財の水準に満足でき
ない人々が生じるからであるとする。
Weisbrodのモデルは公共財の供給に関わって生じる政府の失敗と関連し
て非営利団体の存在理由と効率性を論証している。周知のように，公共財の効
率的供給の条件は，
ヱMRS=MRT 
で与えられる。この式は，限界代替率の総和が限界変形率に等しいこと，換言
すると，限界評価の総和が限界費用に等しくなければならないことを示す。
いま，社会がN人の構成員からなるとすると，効率的供給の条件は，
ヱMRS/N=MRT/N 
と書き換えられる。この式は，構成員一人当りの平均的限界代替率が一人当た
りの平均的限界変形率に等しいこと，換言すると，一人当りの平均的限界評価
が一人当りの平均的限界費用に等しくなければならないことを示す。
公共財供給の意思決定が投票の多数決でなされ，投票においては中位投票者
がキャステイング・ボートを握るものとすると，公共財の効率的供給の条件と
多数決の結果が整合するためには，平均的投票者と中位投票者が一致する必要
がある。しかし，これを満足するのは，投票者の分布が左右対称の場合に限ら
れる。もし，選好の分布が非対称であるならば多数決で決まる資源配分は非
効率的とならざるを得ない。構成員の問の需要の異質性が大きく，また需要の
偏りが大きいならばそれらの同質性が高い場合よりも上の条件を満たす可能
性は小きくなる。
Weisbrodの非営利団体のモデルは，この問題を出発点にしている。つまり，
政治的プロセスで決まる公共財の供給に満足できるのは，前述のように，中位
の投票者である。自らの需要が中位の需要より講離する構成員は不満をもっ。
また，その不満の程度は，中位の需要からの議離が大きくなるにつれて増大す
る。
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政治的意思決定に不満をもっ人々が自らの不満を解消する方途は，他の行政
区域への移動，より低位の政府を形成，民間（営利）市場での代替財の購入，
ボランタリー（非営利）組織への依拠などであろう。
最初に，他の行政区域への移動である。これが可能であるためにはまず，選
択対象となる租税と支出の組み合わせが多様であること 他の政府への移動コ
ストが小さいこと雇用機会が問題にならないこと転出・転入の制限がない
こと等の条件が満たされなくてはならない。また これらの条件が満たされ移
動が生じても，異質の構成員が集まって政府を構成する限り不満をもっ構成員
が常に存在する。
次に，より低位の政府の形成は，政府サービスとは別個に共同でサービスを
購入することに対応している。こうすることである程度は不満の緩和につなが
るであろう。しかし低位の政府規模が大きければそれに応じて不満も大きい。
また，サービスが公共財の性格を有している限りは，フリーライダー問題がつ
きまとう。さらに，低位の政府の規模が小さくても，構成員の選好が異質なら
ば不満は依然として大きい。
第3に，民間財での代替は，民間市場に代替財が存在し，民間財が政府サー
ビスの完全代替財であり そして各個人で購入可能ならば個々人は自らの選
好に最も合致するように購入できることもあり 政府サービスに対する不満を
解消する有効な方法である。問題は，したがって民間市場に代替財が存在し
それらが政府サービスの完全代替財か否かまた各個人で購入可能か否かであ
る。周知のように，警察サービスに対して民間警備保障サービス，消防サービ
スに対してスプリンクラー・システム公立の学校教育に対して私立の学校教
育というように，民間市場には政府サービスの代替財が多く存在する。しかし
それらの代替財は政府サービスの完全な代替財とはいえない，例えば，スプリ
ンクラー・システムは個人住宅等の小規模の火災に対しては有効であるが大規
模な火災に対しては役に立たない。また政府の財・サービスと民間の財・サー
ビスの組み合わせによって政府の財・サービスのみの場合よりは個人の不満
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は減少するが，それによって社会的最適が達成される保証はない。何故なら，
政府と民間市場の財・サービスの組み合わせに対しても，需要が充足されない
あるいは需要が過大に充足された諸個人が存在し彼らは依然として不満を抱
いたままであるからである。
以上の諸点から，第4のボランタリー組織（非営利組織）が，政府サービス
でも民間サービスでも充足されない欲求を満たすための，残された一つの方法
ないし一つの組織的メカニズムであるとWeisbrodは強調している。この場合，
非営利団体は，政府以外の公共財供給者として公的供給を補完する機能を果た
すと同時に，公共財の代替財を供給する民間部門の代用としての役割を果たす口
ただし，非営利組織が公共財を供給する場合は，フリーライダ一行動の誘因が
あり資金面での困難に直面する可能性が大きいといった問題や，組織構成員の
間の需要の多様性が大きいならば不満の解消は困難といった問題を内包する。
しかし，実際に保育サービスや村落の消火サービスなどはこうした組織で提供
されていることも事実であり 次善の解の達成という観点からは非営利団体の
形成が必要でありかつ重要であるといえる。公共財理論の示すように，サービ
スが公共財の性質を有するならば，社会的外部性に応じて補助金を与える，あ
るいは非課税にする根拠は十分にある。
2.1.2市場の失敗
(1）契約の失敗
Hansmann [ 14］によれば，非営利団体は非対称情報から生じる「契約の失敗」
に対応するために設立され消費者の厚生損失を小さくする重要な役割を担っ
ている。
いま，消費者が生産物の数量や品質，あるいはサービスを評価する十分な情
報を持っていないとすると，消費者はそれを購入する場合，供給者である企業
を信用せざるを得ない。しかし，生産者である利潤最大化行動をとる企業は，
利益志向から生産物の品質を落とし消費者を欺くことがありうる。こうした非
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対称情報の状況の下では消費者は最良の取引を行うことができなくなる。こ
れが契約の失敗と呼ばれる市場の失敗の一つのケースである。
契約の失敗は，営利を目的とした経済活動に限らず営利を目的としない経済
活動についも同様に生じる可能性がある。しかし ここでもし利潤の分配が許
されず，さらにその利潤を組織の目的遂行のためのみに支出することが義務付
けられるならば，消費者を欺くという誘因は営利企業よりも小さくなることが
期待できる。換言すると 利潤の非分配制約は消費者に対して追加的な保護を
与えるものと考えられる。非分配制約によって企業の消費者を編す行為が減少
するとすると，それに応じて消費者の厚生損失も減少することになる。 3）消費
者が営利企業よりも非営利団体を信頼するのはこのためである。
Hansmannの指摘のように非営利団体の提供する財・サービスが本質的に
民間財であるとしても 情報の非対称性によって生じる契約の失敗に対応した
財・サービスであり市場の効率的資源配分に貢献するとすれば，政府が非営利
団体を補助ないし非課税にする根拠がある。
ただし，利潤の非分配制約は，組織の意思決定者の裁量によって利潤が分配
されないことを保証するがそれによって組織が効率的に活動することを保証
するものではない。この点でHansmannの議論を補完するのがEasleyand 
O’hara[8], Krashinsky[24］で、ある。 Easleyand O’haraは，契約理論を用い
た分析によって，非営利団体が特定の財・サービスの供給については最適な組
織であることを示している。彼らは社会と企業の経営者が非協力ゲームを行
なうと想定する。彼らの得た結果は非営利団体は生産プロセスに非対称情報
が存在する場合にのみ最適であるということである。この結論の重要な点は，
非対称情報が存在する場合単に非営利団体が営利企業より望ましいというこ
とを示唆するのではなく 社会的な最適生産のために非営利団体が必要なのだ
ということを示唆している点である。さらにKrashinskyは，不確実性と生産
物の品質の観察が困難なケースについて，取引費用の理論を用いて非営利団体
の発生を説明している。
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Hansmann[15,16］の提示する他の根拠は，利潤分配をしないという定義か
ら，非営利団体は資本を拡充するために株式を発行できず，これによって営利
企業よりも資本増加が困難な状況にあるということである。これは，割当によっ
て非効率が生じていることを意味している。
Ben-Ner[2］は， WeisbrodとHansmannの理論をさらに拡張している。彼の
理論の出発点には，消費者は消費者余剰を最大化する行動をとり，営利企業は
利潤最大化行動をとることから両者の聞に対立が生じるが，統合されて一体
になった場合は結合余剰（消費者余剰と利潤の総和）を最大化する行動をとる
であろうと予想されることがある。消費者の立場からは，消費者が企業を統制
する目的としては消費者余剰の最大化と結合余剰の最大化がありうる。後者
に対応する組織は消費者協同組合であるが，前者の方が消費者にとっては好ま
しい。4）そこで、Ben-Nerは消費者の観点から ゼロ利潤制約の下で消費者余
剰を最大化する非営利企業に焦点を当てている。この場合，非営利企業は，消
費者による企業の直接的統制が消費者の厚生を高める場合に設立されることに
なる。これには三つのタイプがあり得る。営利企業が消費者よりも生産物の特
性に関してより良い情報をもっ場合，営利企業が品質やその他の生産物の特性
を不適切に供給する場合，そして営利企業が排除可能な公共財について高い需
要をもっ消費者を価格によってではなく品質によって割当する場合である。
(2）不確実性
需要の不確実性に基づいて，非営利団体の存在と，市場における非営利団体
の効率性を説明する理論の代表的なものはHoltmann[19］のモデルである。
いま，需要が確率的で，組織の管理者は，期待総支払容認価格と総費用との
差額，つまり期待消費者余剰と期待利潤の総和で表される社会的余剰を，価格
と生産能力に関して最大化する行動をとると仮定する。さらに，超過需要が生
じた際は，最も高い支払容認価格を提示する消費者から順に生産物を提供する
ものとする。彼のモデルからは次のことがいえる。第1点は，最適価格は売上
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と結びついた可変費用に等しいが，価格は資本費用をまかなうものではないと
いうことである。第2点は，管理者の限界期待便益が限界期待費用に等しいと
ころまで生産能力が拡大されるべきであるということである。これらのことか
ら，需要が確率的なケースでは，非営利団体が効率基準から必要とされること
がわかる。
しかし需要が確率的な時には，超過需要の存在が見込まれ，利潤の機会を
求めて営利企業が参入することが予想される。ただし，営利企業は資本費用も
カバーするために，非営利団体よりは高い価格を設定する。これから，確率的
需要に基づく産業で非営利団体と営利企業が併存するケースは二つに分けられ
る。一つは，消費者がサービスの利用可能性に価値を付与するケースである。
このケースでは，サービスの利用可能性に対する超過需要が存在するから，営
利企業が参入し，その需要を充足するための市場を提供する可能性がある。二
つ目は，固定費用が小さいか需要の価格弾力性が大きいケースである。固定費
用が小さいか需要の価格弾力性が大きい場合には社会的余剰の最大化と利潤
最大化との差異はほとんどなく，営利企業がサービスを提供しうる可能性が大
きい。
供給側に品質の面の不確実性がある場合を分析するのがHoltmannand 
Ullmann [ 20］で、ある。彼らはナーシングホームを例にとり，介護の不確実性
が組織の選択に与える影響を分析している。それによれば，営利ホームの品質
は不確定，非営利ホームの品質は確実とすると，個人が危険回避的であれば，
不確実性が大きいほど非営利ナーシングホームが選択されるというものである。
彼らの理論的結論からは，政策的インプリケーションとして，組織が提供する
サービスの品質の監視ないし規制が重要であるということが得られる。
2.2 補助・非課税措置に対する批判
非課税ないし補助金を支持する主要な論拠は非営利団体が不特定多数の人々
に便益を与えるサービスを供給することや非対称情報契約の失敗によって
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生じる市場の失敗を修正する役割を担っていることにある。しかしこれらの見
解に対しては反対論もある。
Zimmerman[ 41］は非営利団体の存在根拠を与えるWeisbrodの公共財モデ
ルあるいはHansmannの契約の失敗モデルはいず、れも 非課税の十分な根拠を
与えるものではないと主張している。その理由として彼は， Salamon[ 30］の
「ボランタリー組織の失敗」をあげている。5）例えば社会全体の構成員では
なく相対的に富裕な構成員を対象とした排他的な私立大学や芸術等の非営利団
体の存在でそれである。また，非対称情報に対処することを目的とした非営利
団体は，実際にはHansmannの名付けている「商業的」非営利団体であるケー
スが多いことである。消費者の生活共同組合などに代表される団体がこの例で
ある。
また， Goodspeedand Kenyon [ 11］は，利潤の非分配制約が非営利団体の資
本蓄積を制約しているHansmmam[15］の主張に対して 利潤の非分配制約は
資本制約を表わすものではなく したがって非課税の根拠は適切ではないと
結論している。彼らは資本制約が実効的であるとしても割当と選択的要素
税が等価であることを示し これから制約の資源配分に与える影響をみる。い
ま，租税免除が割当された要素に向けられるならば割当された要素が移動性
のない要素であるなら，資源の誤った配分効果はないことになる。また，租税
免除が移動性のある要素に帰着するならば資本は非営利部門に移動すること
によって租税を免れることができる。これにより生産の査みはより悪化するが，
非営利部門の産出が増加するならば配分効率を改善しうることになる。したがっ
て，全体の厚生の改善のためには，配分効率の改善が追加的な生産の査みを上
回る必要がある。これらのことから彼らは非効率を除去する最善の方法は
割当を除去することであり，非課税措置は次善の方法であると主張している。
Weisbrod and Schlesinger[38］は，民間非営利団体および政府のナーシング
ホームが営利のそれよりも信頼できるものか否かを実証分析している。非対称
情報は信頼を需要する要因であり 全ての患者にとって公共財の性格をもっと
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想定できょう。彼らは，規則違反は信頼に足る程度を，患者の不満の数は消費
者の信頼の程度をそれぞれ示すと考え規則違反の数および，患者の不満の数と
所有形態との関係を回帰分析している。分析から規則違反については営利組
織の方が少なく，患者の不満については非営利団体の方が少ないとの結果が得
られている。これらのことから彼らは消費者は非営利団体により大きな信
頼を寄せているといえが非営利団体の方が実際に信頼できるサービスを提供
しているかといえばそうではないと解釈している。
非営利団体が非営利活動と営利活動の双方を行つ場合にも問題がある。
Schiff and Weisbrod[32］は非営利団体が非営利生産物と営利生産物の双方
を生産するケースを想定し政府の援助や私的な寄付がこれらの生産物の数量
に対して，つまり非営利活動と営利活動に対して，どのような効果をもつのか
を分析している。以下彼らのモデルに沿ってみていく。
管理者は，非営利生産物から正の効用を，商業生産物から負の効用を得るも
のとし，予算制約の下で効用を最大化する行動をとると仮定される。企業の管
理者に関する仮定は，管理者が非営利活動はしたいが商業活動はしたくないこ
とを意味する。また，商業生産物は外生的な市場価格で販売され，他方，非営
利生産物は寄付あるいは商業活動による利潤からの内部補助で賄われると仮定
される 06）さらに，寄付については，企業は支出の一部を寄付要請活動に振り
向けることが認められるものと仮定される。
管理者の効用関数は，非営利生産物Qiと，商業生産物Q2の関数として，
U=U(Q1, Q2, E) 
で表わされるものとする。ただし 仮定から U1＝δU／δQi>O, U2= 
au／δQ2くOである。寄付要請支出をEとし，さらに，外部からの寄付Dの
関数は，
D=D(Q1, Q2, E) 
で，費用関数は，
C=C(Q1, Q2) 
-166 (612) -
で表わされるものとする。これから，予算の収支均衡制約は，
D(Q1, Q2, E)+pQ2=C(Q1, Q2)+E 
で与えられる。ただし， D1＝δD／δQI孟0,D2＝δD／δQ2孟0,D3＝δ 
D／δE孟Oと想定する。
管理者の最適化問題の 1階条件は，ラクランジ、ユ乗数を Aとして，
U1/ .1+D1=C1 
U1/.1+p+D2=C2 
D3= 1 
で得られる。
1階条件は以下のことを意味している。第1番目の式は，非営利企業にとっ
ての非営利生産物の最適生産は利潤最大の場合の生産量よりも大きいこと，
第2番目の式は，非営利企業が生産する商業的財・サービスの最適生産量は，
利潤最大化企業の場合のそれよりも下回ること，最後の式は，寄付要請の支出
は寄付収入が最大になるように設定されることをそれぞれ示す。
モデルの諸仮定および1階条件から私的な寄付や政府の補助が増大し予算
に余裕が生じると非営利財の生産が増加するとともに営利の生産が減少するこ
と，逆に，政府を含む外部からの寄付ないし補助が削減されると非営利企業の
商業活動が増加することがわかる。ただし，商業的な財の価格が上昇した場合
では，非営利生産が増加すると予想されるが，商業的生産が増加するか否かは
はっきりしない。これは価格の上昇は商業的生産を減少させる効果と，非営
利生産の資金調達にとって営利生産がより有利になる効果とが同時に働くから
である。
彼らのモデルから得られる政策的インプリケーションは，非営利団体に対す
る非課税措置は効率面の損失をもたらすことから，非営利企業の生産が社会的
最適量よりも少ないと判断されるならば，非課税措置の廃止と追加的補助金と
を抱き合わせるのが望ましいということである。
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3 日本の公益法人
3.1公益法人制度
日本の公益法人は，制度面からみると，民法および特別法を根拠としている。
このうち，一般に「公益法人」と呼ばれる民間団体は，民法34条「祭紀，宗教，
慈善，学術，技芸其他公益に関する社団又は財団にして営利を目的とせざるも
のは主務官庁の許可を得て之れを法人となすことを得」の規定に基づいて設立
された社団と財団をいう。また，公益法人を広義に捉える場合には，社団と財
団の他に，私立学校法，社会福祉事業法，宗教法人法のような特別法に基づい
て設立された団体も含まれる。
公益法人数は，平成元年10月現在で23,429法人あり，その内訳は社団6,703法
人，財団16,726法人となっている。中央省庁所管公益法人でみると，文部省所
管の公益法人が1,585法人と最も多く，次いで通産省所管824法人，運輸省所管8
14法人，大蔵省所管685法人，等となっている。文部省所管の公益法人が多い
のは， 「教育・学術・文化」を事業目的とする公益法人の割合が大きいことと
対応している。また，特別法に基づくその他の公益法人数は，昭和58年度にお
いて200,133法人あり，そ内訳は社会福祉法人10,974法人，学校法人6,136法人，
宗教法人183,023法人となっている。これから分かるように，特別法に基づく
その他の公益法人においては，宗教法人が91%強とほとんどを占め，社会福祉
法人と学校法人は 9%弱を占めるにすぎない。
公益法人は多伎にわたる活動を行っているが，それらを森泉［50］にしたがっ
て分類すれば， 「典型的公益法人J' 「特別法型公益法人」， 「親睦団体型」，
「行政補完型公益法人J' 「業者団体型公益法人jの五つに類型化できる。 7)
まず，典型的公益法人は，純粋に公益を目的として活動している公益法人で
あり，育英，慈善，学術研究を目的とした法人がこれに該当する。次に，特別
法型公益法人は，先に述べた特別法に基づいた、法人であり，社会福祉，学校，
宗教を目的とした法人がこれに該当する。親睦団体型公益法人は，構成員の親
睦や相互扶助，福利厚生を目的とした法人であり，同窓会，同好会，後援会な
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どがこれに含まれる。この型の公益法人は，積極的に公益に貢献することを目
的とするわけでもなく営利を追求するわけで、もないことから，中間型公益法人
とも呼ばれる。また，行政補完型公益法人は，政府の行政サーピスを代行ない
し補完することを目的とした法人であり 各種検査協会などがそれに該当する。
最後に，業者団体型公益法人は，同業者の技術向上や相互扶助，自主規制，情
報提供などを目的とした法人である。
3.2 公益法人の収益事業
公益法人は収益事業を行った場合法人税が課されるが，収益事業に該当する
のは，物品販売業，不動産販売業，金銭貸付業，物品貸付業，不動産貸付業，製
造業，通信業，運送業，倉庫業，請負業，印刷業，出版業，写真業，貸席業，旅
館業，料理店業その他の飲食店業，斡旋業，代理業，仲立業，問屋業，鉱業，土
石採取業，浴場業，理容業，美容業，興行業，遊戯所業，遊覧所業，医療保健業，
技芸教授業，駐車場業，信用保証業，無体財産提供業，の33事業であ
る。 8)
ここで，笹川平和財団［45］によって公益法人の収益事業の実態をみることに
する 09）まず，中央省庁所管の公益法人では，全体の34.3%の団体が何らかの
収益事業を行っている。収益事業の種類でみると，出版業（20.3%），物品販売
業（17.3%），請負業(15.1% ），不動産貸付業（9.6%），旅館業（5.9%）の順となっ
ている。請負業では委託調査，研究活動を行っている団体に多い。また，全収
入に占める収益事業収入の割合をみると，割合がゼロ（35.2%),10%未満（16.6 
%), 10%以上20%未満（8.4%）の順であり，おおよそ 6割は20%未満の収入し
かあげていない。しかしその一方で、収入の50%以上を収益事業であげている
団体が25.3%あり， 90%以上の団体も6.6%を占めている。
なお，収益事業を行っている法人の割合を所管省庁別でみると，運輸省所管
法人の47.7%，農水省所管法人の39.5%，厚生省所管法人の33.8%，通産省所管
法人の30.5%などとなっている。また，運輸省所管の公益法人では収益事業収
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入の割合が高く，収入の50%以上を収益事業で得ている団体の割合は39.9%を
占めている。
次は，都道府県所管法人の収益事業についてである。何らかの収益事業を行っ
ている法人は全体の30.2%の団体である。収益事業の種類でみると，物品販売
業（21.1% ），請負業(11.7%），不動産貸付業（8.5%）の順となっている。請負業
では委託調査，研究活動を行っている団体に多い。また，全収入に占める収益
事業収入の割合をみると，割合がゼロ（50.1%),10%未満(14.3%),10%以上2
0%未満（6.4%）の順である。なお収入の50%以上を収益事業であげている団
体は21.3であり%， 90%以上の団体も6.6%ある。また，収入のほとんどを収益
事業から得ている団体の割合では財団の方が社団より高い。
3.3 公益法人制度の問題点
民法34条に規定されている公益法人のうち， 「祭杷，宗教，慈善，学術，技
芸」に関わる宗教法人社会福祉法人医療法人宗教法人はそれぞれ宗教法
人法，社会福祉事業法，医療法，私立学校法といった特別法による法人となっ
ており， 「その他公益」に関する財団・社団に対する取り扱いが問題になる。
まず，公益の概念の暖昧さと王務官庁の許可主義から生じる問題である。民
法34条の規定では公益の概念が明確で、はないため主務官庁の許可基準におい
て，公益の判断に恋意性が伴い，統一性を欠くきらいがあった。そのため，昭
和47年に「公益法人設立許可審査基準等に関する申し合せ」 （公益法人監督事
務連絡協議会）が作成され公益の概念の明確化と許可基準の統一化が図られ
た。その申し合せでは 「公益法人は積極的に不特定多数の者の利益の実現
を目的とするものでなければならない」と定めている。したがって，現在では，
公益とは一般に「不特定多数の人々の利益」と解釈されるといえよう。ただし，
「公益」が「積極的に不特定多数の者の利益の実現を目的とするものJといっ
た抽象的な定義にとどまっており また，主務官庁の許可主義が採られている
ことによって，公益法人とみなすか否かの判断に依然として恋意性が伴うこと
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は否めない。10）また許可基準が厳しいため，財政基盤や組織基盤が弱い団体
や多目的な公益目的を有する団体では公益法人として許可されない傾向にある。
次は，公益が不特定多数の人々の利益と解釈されるようになった結果，非営
利ではあるが公益を主たる目的としていない団体が公益法人とは認められない
という問題である。例えば，①同窓会，同好会等構成員相互の親睦，連絡，意
見交換を主たる目的とするもの，②特定団体の構成員または特定職域の者のみ
を対象とする福利厚生相互救済等を主たる目的とするもの，③後援会等特定
個人の精神的，経済的支援を目的とするものは公益団体とは認められない。つ
まり，現行制度では中間法人の取り扱いの問題が放置された状態に置かれてい
るといえる 011)
さらに，行政補完型公益法人や収益事業型公益法人が多いことにも問題があ
る。行政補完型公益法人が多いのは，公益法人設立が行政主導で行われてきた
ことと，行政としてよりも民間団体として事業を行う方が事業の裁量の余地が
大きく料金徴収もし易いことと関連している。問題は，行政補完型公益法人の
設立が行政活動の守備範囲を不明確にすることである。また，収益事業が多い
ことは，収益事業に対しても租税上の優遇措置があることと関連している口問
題は，収入の大半を収益事業で得ている公益法人は公益法人とみなしうるかと
いうことである。収入の大半を収益事業から得ているならば，公益法人であっ
てもむしろ一般企業とみなすことが適切であろう。
日本の制度は，公益法人として認められると自動的に各種の優遇税制の適用
を受けられる仕組みになっており 公益法人として許可されるか否かで税制上
の取り扱いが全く異なるという問題が生じる。さらに，現行制度では主務官庁
の判断と監督がかなり暖昧なものであり 税制面での取り扱いの格差がよりいっ
そう大きくなる口
4 非営利団体に対する税制の現状
4.1 日本の公益法人に対する税制
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ここでは，法人税制および寄付税制のみについて現状をみることにする 012)
公益法人が行う事業で収益事業とみなされ法人税が課されるのは，前述の33
事業である。ただし実際の課税に当たっては公益法人の場合，①収益事業
で生じた所得のみに法人税を課税②収益事業で生じた所得についてはそれを
非収益事業に支出した場合には寄付とみなされまたその30%または50%を損
金算入できる，③金融資産から生じる所得についても，収益事業に属するもの
のみが課税対象になる④法人税率は普通法人の基本税率が37.5%であるのに
対して27%，⑤普通法人に適用される中間申告と納付の義務は公益法人に対し
ては適用されない といった特別措置がとられている。
これに対して，公益法人と認められないいわゆる人格のない社団や財団では，
法人税率が普通法人の基本税率が適用されまた収益事業の所得の非収益事業
への支出に対してはみなし寄付および損金算入の取り扱いが受けられない。
次に，公益法人の関連した寄付に対する税制をみょっ。まず，法人が寄付し
た場合である。国地方公共団体に対する寄付は特定寄付金として全額の損
金算入される。また特定公益増進法人の主たる業務に対する寄付金は，指定
寄付金として一般の損金算入限度額と同等が別枠で認められる。一般寄付金に
ついては，普通法人，協同組合等，人格のない社団等の場合， l［当期末の資本
等の金額xlOO分の2.5]+ ［当期所得金額xlOO分の2.5] f x 2分の lが所得から
控除され，公益法人等の場合には，当期の収益事業の所得金額x27%が所得か
ら控除され，学校法人，社会福祉法人などの場合は， ［当期の収益事業の所得
金額x50%］と［200万円］のいずれか大きい方が控除される。次に，個人が寄
付した場合は，特定寄付金，指定寄付金，特定公益増進法人について，所得の
25%（限度額）－ 1万円の所得控除が認められる。
4.2諸外国の非営利団体に対する税制
まず，非営利団体の設立許可と法人税の取り扱いについてである 013）米国で
は，非営利団体の設立許可については州政府が行い，租税特別措置については
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内国歳入庁が資格を決定する。また内国歳入庁非営利団体を扱う特別の部局
をもっている。商業活動は関連事業と非関連事業とに分類され，非課税団体は
総収入の50%未満においてのみ非関連事業が認められる。ただし，自社取引な
どは禁止されている。
英国では，非営利団体の設立が許可される範囲は，貧困の救済，教育振興，
宗教，コミュニティに有益な他の目的を含みかなり広い。租税特別措置の取り
扱いについては内国歳入庁が資格を決定する。なお イングランドとウエール
ズでは，チャリテイ・コミッションも登録と監視の任務を担っている。また，
内国歳入庁は非営利団体を扱う特別の部局をもっている。商業活動については
制約が厳しい。たとえば，取引がチャリティ目的を遂行する上でなされた場合，
もしくは取引を行う者がチャリテイの受益者である場合を除いて，商業活動に
従事できない。ただし，合法的に姉妹組織をつくりそこから利益を当該チャリ
ティに寄付をすることは可能である。
ドイツとオーストリアにおいては，広範囲の組織が非営利の資格を持ちうる。
ただし，コミュニティ志向，チャリテイ，教会志向の目的をもたねばならない。
租税特別措置の資格は徴税当局が決定するが，徴税当局は非営利団体を扱う特
別の部局をもたない。また，これらの国では，米国や英国と異なり，最初の税
務申告をし，コミュニティ志向ないし公益志向であることを主張するまでは，
租税の取り扱いの手続きがなされない。また，ドイツでは免税対象の活動と
は関連しない商業活動に，それが支配的でない限り従事できる。その場合，売
上が35,000ドルを超えると通常の法人税を支払う。なお，ベルギー，イタリー
では適正かそうでないかの区別がなされ適正でないと判断される事業からの
収益に対しては通常の法人税が課税される。また イタリーでは租税上の取り
扱いの決定は税務当局が行う。
次に，寄付税制についてみることにしよう。米国では個人の寄付について
は調整総所得の30%ないし50%が所得控除される。また法人については課税所
得の10%まで損金算入できる。英国では慈善団体に対して寄付者が3年間の
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最小寄贈を誓約した場合には，個人では寄付時に基本所得税率25%で控除され，
受贈団体には差額が還付される。また寄付者の所得税率が基本税率よりも高
い場合には慈善団体に差額が還付される。法人の寄付の場合は，全額が損金算
入される。
イタリアでは，企業の寄付では科学的研究を行っている非営利団体に対す
る寄付については課税所得の2%まで認められる。また個人については，カソ
リック教会や第3世界の援助等に対して同様の控除が認められる。ベルギーで
は，寄付の所得控除は非営利団体の一部のみに限られている。最低年25ドル，
最高は純課税利潤の 5% (25万ドル相当）である。また，オーストリアでは，
寄付の税額控除は科学研究など非営利団体の少数部分に限られている。スペイ
ンでは，個人の寄付については非常に限られている。スパニッシュ・ヒストリ
カル・ソサイアティのみに適用され控除は寄付の20%から課税所得の30%ま
でとなっている。企業の寄付については純利益の10%までである。
5 非営利団体に対する租税政策
5.1 非営利団体に対する租税政策
これまでみてきたように，非営利団体の租税上の取り扱いに関してはコンセ
ンサスが得られていないといえよう。この最も基本的な要因は，非営利団体の
モデル設定が，非営利団体の行動，市場構造，参入決定，租税帰着，資本制約
などに関して論者ごとにまちまちであり，実証分析でもまちまちな結果が得ら
れていることにある。
ただし，これまでの考察に基づいて一般的な指針としては以下のことがい
えよう。第1に，非営利団体がチャリティのように明らかに社会的便益を与え
る活動を行う場合には補助金や租税の免除措置を与えるのが望ましく，他方，
非営利団体が一般企業と同様の収益事業を行う場合には租税の免除措置は望ま
しくないということである。この点に関してHansnann[ 1 7 ］は，宗教団体を除
くと，今後の非営利団体の活動は大きく二つの範時に分かれるとみている。一
-174 (620）一
つは伝統的なチャリティを主とした団体の範轄であり 他の一つは同業者団体
や会員組織を含む範轄である。商業活動を行う非営利団体はこの範時に入る。
また，今後とも商業活動の増加が予想される。このような傾向から判断すると，
補助金や租税上の優遇措置を与えるのはチャリティを主とする団体に限定する
のが望ましいといえる。
第2に，商業活動の増大に関しては，本来の活動目標と直接関連しない事業
の拡大をこれまでよりも厳しく制限する必要があることである。非営利団体の
なかには税制上の優遇措置を受けないで活動している団体もある。また，税制
上の優遇措置が適用されるのは団体の主たる活動が公益に寄与するとみなさ
れるからである。
第3に，寄付税制については，所得控除方式を税額控除方式に変更すること
である。個人所得税において累進税率が適用されている場合には，高所得者ほ
ど所得控除による利益が大きい。これまでは，寄付が社会に寄与するという観
点から，寄付へのインセンティブを高める観点から所得控除が採用される国が
多かったといえる。しかし，チャリテイへの寄付は別として，同業者団体や会
員組織といった特定集団内の相互利益を目的としている団体への寄付に対して
まで所得控除を認める必要はないであろう。
5.2公益法人に対する租税政策
日本での改革の方向として考えられるのは以下の諸点であろう。第1に，現
行の公益法人制度を包摂する非営利団体制度を構築することである。前述のよ
うに，公益法人制度の主な問題は，公益概念の暖昧さ，設立の許可主義，設立
許可と租税上の取り扱いが一体となっていること，にある。したがって，まず，
公益と関連して，中間法人制度の設立が必要である。中間法人制度については，
すでに総務庁が昭和60年9月と平成4年6月に制度創設の勧告を出しているが
まだ実現されていない。また許可主義に関しては許可基準を緩やかにする
必要がある。またその際，米国のように活動目的や資金調達の方法などに応じ
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て種々のタイプの組織として設立できるようにすべきであろう。設立の基準が
緩められれば，ボランテイア団体等の財政基盤や組織が脆弱ではあるが公益に
寄与する団体に非営利法人となる道が開ける。ただし，設立後については，活
動の継続性などのチェックは当然必要で、ある。次に公益法人の設立と租税の
取り扱いとが一体となっている現行の制度を改め設立許可と税制上の取り扱
いとを分離する必要がある。さらに，公益と関連して，行政補完型公益法人の
活動を点検し，それらのサービスが行政サービスとして望ましいのか民間サー
ビスとして望ましいのかを再確認する必要がある。
第2に，公益法人の収益事業と一般企業の事業との取り扱いに対する中立性
の観点から，収益事業に対して原則課税とすることである。また，金融資産か
らの収益についても同様に原則課税とすべきである。14）これによって，公益法
人が一般企業と税制の面で有利な競争を行うという いわゆる不公正競争
(unfair competition）の問題は解消されることになる。則また，少なくとも，
収益事業からの収入が全収入の50%以下にとどまるように規制される必要があ
る。原則課税との関連では，公益法人に対して政策上から特別な取り扱いが必
要ならば，税制を利用した隠れた補助金よりも明示的な補助金を用いる方が望
ましい。
第3に，寄付税制については，所得控除方式を税額控除方式に改めることで
ある。これは，前述した理由による。
第4に，税制上の取り扱いに含まれる不公平を是正するため，税務当局への
収支計算書の報告を義務づけることである。さらに活動や運営面において行政
当局の監督と指導の強化が必要である。これらの点は米国などでは実態とし
てそうなっており，規制の強化とは必ずしもいえない。同時に，非営利団体が
社会的な評価を維持ないし高めるため，あるいは政府からの過度の介入を避け
るためには，自己規制を強化することが望まれる。
第1点目の改革については，昨年のNp O法案にみられるように，大きな制
度改革の必要性に関しては合意が得られても具体化に関しては種々の観点や意
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見があり，困難が伴うであろう。しかし，第2点目以降の改革は実行可能であ
ろう。政府税制調査会は現在，これらの点で改革を進めようとしており高く評
価できる。
おわりに
本稿では，非営利団体に対する租税政策のあり方を収益事業を中心に検討し
た。日本の公益法人に対する租税政策についてはある程度明確な指針を示した
が，非営利団体一般に対する租税政策については具体的な指針を示していなしL
これは，非営利団体一般の租税上の取り扱いに関してはコンセンサスを得るこ
とが困難なためである。この最も基本的な要因は，非営利団体の分析において，
それらの行動，生産物，市場構造，参入決定，租税帰着，資本制約などに関す
る想定が論者ごとにまちまちであり，実証分析においてもまちまちな結果が得
られていることによる。したがって，今後は，非営利団体が実際に活動してい
る環境や具体的行動と整合性のあるモデルが構築されそのような理論モデル
に基づいて実証分析を行う必要があろう。
租税政策を含む公共政策の一般的な指針としていえることは，一方で非営利
団体の特長を生かし他方で欠点を改善することによってできるだけ公益活
動が促進されるように政策手段をとることが望ましいということである。
注）
1 ）非営利団体の名称については， Salamon[29],Weisbrod[36］を，日本の公益法人について
は，公益法人協会［44］を参照されたい。
2 ) Salamon and Anheier[31］では，非営利団体の範囲を， 「正式に組織されていることJ' 
「民間であること」， 「利益分配をしないこと」， 「自己統治の能力があることJ' 「自発
的であることJ' 「非宗教的であること」， 「非政治的であること」に限定している。宗
派団体などの宗教的組織や，政党や特定候補の支援組織といった政治的組織は分析から除
外されているが，これは国際比較を実行し易くするためである。本稿では，非営利団体の
範囲自体の分析や国際比較分析を目的とはしていないので，非営利団体の標準的定義とみ
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なされるSalamonの定義に従っている。詳細については， Salamonand Anheier[3 
1］，古田［47］を参照されたい。
なお， James[21］が指摘するように，非営利団体はある意味で商業活動を行う企業と政
府との混種である。営利組織との相異（政府との類似）点は，利潤の分配をすべき所有者
がいないこと，資源は内部で使用されることである。また，政府との相異（営利組織との
類似）点は，自発的なベースで資金を獲得しなければならないことである。
3) Chillemi and Gui[l3］は，異なる観点からであるが，モデル分析によってHansmannの
議論を裏付けている。
4 ) Ben-Ner and Hoomissen[6］は，供給側面を含めBen-Ner[4］の理論をより発展させてい
る。
5) Salamonは，ボランタリー組織の失敗の要因として，①フイランスロピーの不十分性（m-
sufficiency），②フイランスロピーの個別主義（particularism），③フイランスロピーの父
権主義（paternalism），④フイランスロピーのアマチュア主義（amateurism）をあげてい
る。ここで，フイランスロピーの不十分性は，フリーライダ一行動が生じやすいこと，自
発的供給に依存することから，非営利団体の供給するサービスが過小になり易いというこ
とである。フイランスロビーの個別主義は，非営利団体が宗教，人種，共通利害などの要
因を背景に形成されることが多く，サーピス提供が社会の特定部分集団のみを対象として
行われ易いということである。またこの場合，サービス供給の調整がないと重複供給も生
じうる。フイランスロビーの父権主義は，非営利団体の意思決定者がサービスの種類とそ
の受給者を決定するということである。したがって，サーピス供給者の判断がサーピス受
給者の選好を反映する保証はないということである。この背景には，非営利団体への主た
る資金提供者が比較的富裕な所得層ということもある。フイランスロピーのアマチュア主
義は，いわば専門的能力をもたない集団が社会問題の解決に当たることから，適切な解決
策をとれないということである
6）内部補助に関しては， James[21］、Jamesand Rose-Ackerman[22］を参照されたい。
7 ) Salamon[30］では，非営利団体は「募金機関j(funding agencies) （資金供給の仲介機関
とも呼ばれる）， 「会員奉仕組織j(member-serving organization), 「公益サービス組
織」（public-benefitservice organization), 「宗教組織J(religious organization）の
四つのクラスに類型化されている。
8）法人税法施行令第5条第1項。法人税法上ではこのように，一般企業が行っている事業と
の競合関係が強いと判断される事業を収益事業として特掲する方式をとっている。昭和33
年から10回以上の改定が行われ収益事業のの範囲が拡大されてきているが，この方式では
一般企業との競合関係が強い全ての収益事業を包含することは困難である。例えば，英会
話教室，エアロピクス教室などは収益事業に含まれない。これらの点に関しては，渡辺
[53］を参照されたい。
9）調査は， 1989年と1990年に中央省庁所管5,117団体，都道府県所管15,017団体に対してアン
ケート調査によって実施され，その後2,209団体に対して聞き取り調査を含む補完調査もな
されている。
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10）内閣総理大臣官房管理室監修［46］によれば，最近においても，主務官庁が中間法人とみら
れる団体を公益法人として許可していることが指摘されている。これによっても，主務官
庁の許可基準の暖昧きが指摘される。
1）いわゆる任意団体の問題がこれである。これと関連する公益法人の制度上の問題点につい
ては，跡田［42］，今回［43］，山内［51］を参照されたい。内閣総理大臣官房管理室監修［46］に
よれば，平成2年10月l現在で，調査対象14,823法人のうち4,367法人は中間法人とみられる
ものであり，その割合は約30%となっている。
12）詳細については，渡辺［53］を参照されたい。
13）諸外国の非営利団体に対する租税措置については， Blazek[5],Weisbrod[37］，今回［43], 
山内［51］，吉岡［52］を参照されたい。
14）国税庁によれば，税務調査した公益法人の約73%に申告漏れがあった(1996年ll月15日付
日本経済新聞）。
15）不公正競争に関しては， Jamesand Rose-Ackerman [22] , Rose-Ackerman [27], 
Steinberg[34］を参照されたい。
（付記）
この論文は， 1996年1月に名古屋で開催された生活経済学会中部支部大会において報告した
論文を改訂したものである。報告に関しては，名古屋大学の千田純一教授，竹内信仁教授，名
古屋市立大学の根津永二教授をはじめ多くの参加者から有益なコメジトをいただいた。記して
感謝申し上げたい。
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